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能性が出てくるのであろうか、という考察を、
諸外国の動静をも交えて、一種総花的に言及
することとなった。２作目となる「消費者法
分野の可能性と限界についての一考察（紀要
第10号）」２）では、前作が、むしろ制度論寄
りであったという、反省から、個別事例の検
討から何がしかのヒントが得られないものだ
ろうか、ということで特に製造物責任法と公
一　はじめに
　本稿に先行する前２作の論稿の内容に関し
ては、「公益通報者保護法の新しい可能性につ
いての一考察（紀要第９号）」１）では、消費
者庁の発足を端緒として、製造物責任法や公
益通報者保護法など、いわゆる・消費者保護
関連法規と呼ばれるものの中には、連携の可
キーワード ： 製造物責任法、こんにゃくゼリー事件、国民生活センター、消費者法、オリンパス事件
Key words ： products liability law, Konnyaku-jellyCase, NCAC of Japan, consumer law, OLYMPUS Case
製造物責任法の秘められた使命に関する一考察
─ こんにゃくゼリー事件を契機として ─
A Study of Products Liability Act and Its Concealed Purposes
宮　島　　　薫
MIYAJIMA, Kaoru
　民法・消費者法に関連するテーマで、これまでに、総花的に制度論を扱った論稿（紀
要第９号）、個別事例の探求に着目した論稿（紀要第10号）を送り出すことができたが、
更なる進化・この分野への何がしかの寄与の可能性を求めて、新たな視点から別稿をも
のすることになった。すなわち、世間的にも注目を集めたこんにゃくゼリー事件判決（控
訴審判決・原告敗訴・控訴棄却）、オリンパス事件判決（上告審判決・被告敗訴・上告棄
却）を主たる契機として製造物責任法や公益通報者保護法にはそれぞれどのような「秘
められた使命」のようなものがあるのだろうか、という疑問にアプローチを試みるもの
である。このほか、法の活用に関する・消費者教育の必要性や現状、駆け込み寺として
の役割を果たしてきた国民生活センターの将来像についても合わせて言及を試みる。
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　放射能の事故一つをとってみても、経験が
ない、想定外であった、と抗弁にもならぬ言
動がまことしやかに叫ばれはしたものの、一
歩退いて、少し考えてみれば、タンカー等か
らの重油（原油）流出事故とそれに伴う海洋
汚染など、スケールの大小はあっても、類似
の事例は、様々な分野で・日常的に・日々、
起こりうるのではなかろうか。
　加えて、正月に餅をのどに詰まらせて死亡
事故につながるケースは、我が国ではいつの
世でも起きてきたことであろうが、一企業の
製品である・こんにゃくゼリーのみが何故こ
うもいわば目の敵にされるのか、マスコミ等
の報道に取り上げられたかどうか、あるいは
その扱われ方の差、権利意識の差、国民感情
の差、というものは、３・11のあと、「絆」、「絆」
と叫びつつも、震災から１年半以上の月日が
経過している現在でさえ、いまだにがれきの
広域処理すらままならない目を背けたくなる
ような現状と、根っこの部分で無関係とは必
ずしも言い切れないのではなかろうか。この
ような思いが昨今の消費者保護関連法規を巡
る事例について思われることしばしばであっ
た。
　もとより、民法本体の改正作業は、我々の
あずかり知らぬところで着々と進行している
のではあろうが、法律は、為政者のためのも
のなのか、使う者・そしてそれによって守ら
れる者のためのものなのか、という議論を持
ち出すまでもなく、それを必要とするすべて
の人のためのものであろうことは言を俟たぬ
ものであろうから、自由な立場にある今こそ
原点に立ち返って、考察してみたいと思うも
のではある。
　以下、関連する分野に関する考察をまとめ、
次なる一手としたい。
益通報者保護法に的を絞った上で事例研究の
形をとったものであった。こうした中、マス
コミ報道などを通じて、世間的にも有名な事
件判決としての存在感を発揮した事例に、製
造物責任法分野では、こんにゃくゼリー事件
が、そして公益通報者保護法分野では、オリ
ンパス事件があることはこの分野を専門とし
ない一般の方たちの中にも記憶に新しいので
はなかろうか。
　本稿３）４）では、これら２つの事件判決の動
静を検証しながら、改めて消費者法分野の発
展への何がしかの寄与の可能性を探ろうとい
う思いが執筆の動機となっている。
　ここで、敢えてこのような形の論稿を執筆
しようということに至った背景について一言
付言するとすれば、以下のような我が国にお
ける現状ともいえない状況のあることを明ら
かにしておきたいと思うことからであった。
それは、「○○法」という法律の存在について
思いを致した時に、自分の中でどのような内
的な思考の変化が起こるのであろうか、とい
う・きわめて素朴にして一種原始的ともいえ
る発想の陥りやすい罠のようなものの存在に
気付いたところからであった。
　それは例えば、2011年３月11日に発生した・
東日本大震災と、東京電力福島第一原子力発
電所の事故を引き合いに出すまでもなく、単
に、法律上の文言・条項に反しているか否か、
という一見明解かつ合理的見解/解釈のよう
なものであったとしても、実は、真に必要と
されるべき究極の判断からその判断者自身が
逃れようとしているのか、と「疑いの眼」を
差し挟まざるを得ないような状況は、日々の
生活の中には存在しないのであろうか、とい
う疑問を禁じ得なくなることが多い様に思わ
れたからであった。
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二　こんにゃくゼリー事件判決５）について
　新聞報道によれば、平成24年５月25日、大
阪高裁において、2008年に発生した当時１歳
９か月の男児がこんにゃくゼリーをのどに詰
まらせて死亡した事故を巡る控訴審判決が下
され、原告敗訴とした１審判決を支持し、両
親の控訴を棄却する判断を下した。本稿執筆
時点では、原告側の最高裁への上告の動きは
未だ見てとれないが、本件などは、消費者・
被害者側にとっては、原告両親の様に特に幼
い子供をもつ親の立場からすれば、裁判所の
判断は、なんともやるせない結果となってし
まったようである。
　さて、本件について、別の角度からの考察
を試みることが、本稿の意図すべき点である
ことは言うまでもないことではあるが、だと
すれば、本件に関わる主要な当事者（自然人
に限らず登場人物像に含む。）としては、ど
のような人物像が想定されるのであろうか。
①　被害者・その家族（本件では被害男児
が死亡しているため、両親が原告と
なって訴訟を進めている。）
②　原告側訴訟代理人・弁護士
③　被告会社
④　被告会社側訴訟代理人・弁護士
⑤　製造物責任法（民法の特別法として）
⑥　国民生活センター
⑦　消費者庁
　考察を簡略化して、議論を進めるために、
敢えてこのような形をとった。もちろん、被
害男児並びにご両親の無念さは計り知れない
ものがあることは誰の目にも明らかなことで
あろうし、心からご冥福をお祈りしつつ、そ
れでもなお将来のこの分野の健全かつ建設的
な発展のために、考察を推し進めていく。
　例えば、原告は、製造物責任法は息子の無
念を晴らしてはくれなかった。裁判所は味方
をしてはくれなかった。となるのであろうか。
では、原告側訴訟代理人たる弁護士はどうか。
製造物責任法、民法とも、使えない法律であっ
た。なのか。果たして訴訟とは復讐の場なの
だろうか。製造物責任法は、その・目的規定
たる第１条で、被害者の保護と並び、国民生
活の安定向上と国民経済の健全な発展への寄
与を規定している。つまり、場合によっては、
被害者の保護が過剰な復讐あるいはクレーム
や嫌がらせにならないことを防波堤の様にそ
の使命を期待されているのかもしれない。
　次に、被告企業側はどうか、例えばここで、
この製品に、一つの条件を付すれば、どのよ
うなことが予想されうるのか、という観点か
ら考察を進めようと思う。例えば、この製品
に、年齢に制限を付したらどうなるだろうか。
極端な話、「離乳食」という表示をすれば、老
人が口にする確率はどうなるだろうか、成人
用（場合によっては、医薬品の様に例えば15
歳以上用など）とすれば、１歳９カ月の子供
に供されることは減るだろうか。本件訴訟を
通じて、被告会社は、この製品に形状などの
改良を加えたり、警告表示を新たに記載する
などの対策を講じたようではあるが、このよ
うな対策は、メーカー自体が自社製品の危険
性を事実上自ら認めたことになるのであろう
か。濫訴への危惧がこのような防御策へと駆
り立てたのであろうか。製造物責任のカテゴ
リーにおける指示・警告上の欠陥の範疇に入
るのであろうか。
三　消費者教育６）について
　法律、行政、消費者問題に取り組む機関な
ど、様々な分野からのアプローチが相乗的に
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通事故の事例に類似する傾向さえありそうで
ある。さながら、相互依存・相互補完的な役
割を果たしてくれそうなのではなかろうか。
　つまり、ヒントは身の回りにいくらでもあ
りそうだ、という点に当事者本人が気づくこ
とができるか否か、という点にかかっている
のかもしれない。そのための消費者教育の存
在意義と使命は甚だ重いものと思われる。
　いたずらに長引かせず、また、自分の方に
落ち度があるケースでは、却って自分に都合
が悪い事態にもなりかねないことは、こん
にゃくゼリー事件や、後述するオリンパス事
件からも様々な示唆が得られるのではないか
とすら思われる。
　消費者法という分野は、元々が売主と買主
との間の商品知識などの情報量の差を考えて、
いわゆる・法の下の平等を修正して、被害者
たる買主の味方をするために発生した分野で
あろうことは誰の目にも明らかであろうが、
それでは、その具体的な存在すら知らないま
まで、どうやって自らの権利を主張するのか、
甚だ心もとない状況も多いと思われる。だと
すれば、消費者教育に求められるのは、闘う
術を正確に認識するところまで、一般消費者
を高めることなのか、という疑問も生じそう
である。これまでは、後述する国民生活セン
ターが、一定の役割を果たしてくれてはいた
が、現政権の迷走ぶりも手伝ってか、いわゆ
る・役所である消費者庁への移行すらタイム
テーブルに乗りそうな状況なのである。
　製品事故の場合は、製造者側の存在、製造
物責任法の働きなどもあって、先が読めそう
ではあるが、金融関連など、細かな知識の必
要なものは更に問題が複雑化しそうであるこ
とが懸念される。本来的な目的の再認識が最
重要課題かもしれない。もとより、上からの
効果を生み出すものと期待されている消費者
教育という分野は、いったいどのような展開
を見せ、今後どこへ行こうとしているのであ
ろうか。誤使用を防ぐため、なのか、被害者
となった場合の損害賠償請求の仕方が問題な
のか、様々な可能性が存在するものと思われ
る。
　製品事故関連の分野では、かつては教科書
的な理解が広く浸透していたケースとして、
電子レンジで動物を乾かそうとしてスイッチ
を入れた事例がよく紹介されてはいたが、結
局のところ上からの教育か、いわゆる・草の
根の教育か、というところに分類されるので
あろうか。
　一般的な理解として、①消費者教育の歴史
的展開　②消費者教育の現状　③消費者教育
の将来像という３つの段階が存在すると思わ
れる。また、消費者法の分野に限ったところ
では、①既存の法律の存在　②法律の活用の
仕方　③サポートあるいは指導的役割を果た
す機関の存在　など、これらの論点をいかに
効率的に一般の消費者に浸透させることがで
きるかが、いわゆる勝敗の分かれ目になりか
ねないのではなかろうか。つまり、製品事故
を含む被害者となった者が、安心して自らの
権利を主張するためには、まず、自分の置か
れている状況を正確に認識し、関連する法律
のカテゴリーの存在に気づき、特に具体的な
法律にまでたどり着くことができれば、極端
な話、自分の立場が有利なものか否かすら、
判例等の確認で具体的なアクションを起こす
前にあらかた判明することになると思われる
からである。法律と判例の存在は、このよう
な場合にいたずらに費用をかけさせず、また
直接相手方と交渉すべきなのか、それともプ
ロに任せた方がいいのか、というように、交
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書は、『国民生活センターの国への移行を踏ま
えた消費者行政の体制の在り方に関する検討
会』として、消費者庁に設置され、移行先と
しては消費者庁が適当である、という方向で
まとめられることとなった。消費者庁に設置
した検討会が自らの組織に国民生活センター
を取り込もうという報告書をまとめ上げたと
いうことになりかねない。これは、冒頭の章
でも指摘しておいたように、経産省・原子力
安全保安院が、我が国の原子力政策と今般の
原発事故に対してどれ程の悪しき貢献を積み
重ねてきていたのかを、そして新設される原
子力規制委員会の存在やメンバーのことを考
えれば、またぞろ危険な橋を渡ろうとしてい
るのではないかと危惧されるのではなかろう
か。
　もともと、消費者保護関連法規は土台とな
る民法の規定の不備を補うために、製造物責
任法や消費者契約法など、個別の分野ごとの
特別法群として、時代の要請を具体的な形に
するという作業を通して今日に至っている。
だとすれば、被害者たる消費者が拠りどころ
とすべきは、監督官庁としての消費者庁なの
か、国民生活センターなのか、やはり今一度
熟慮すべき余地はないのであろうかと思われ
てならない。統合・一元化は、単なる数合わ
せ、経費的なものなのか、あるいは、いわゆ
る上からの近代化を目指そうというものなの
か。民間委託を含めて検討課題は多いように
思われる。
　例えば最近では、福島原発の事故に関連し
て、複数の事故調査委員会がそれぞれ独自に
調査を行い、報告書を作成していたことは記
憶に新しいが、少なくとも、自己組織に別組
織を吸収しようかという議論をそのまま鵜呑
みにするような事態には、活断層の真上に原
近代化のみでは国民生活の安定向上は望むべ
くもないのではなかろうか。それは、過去の
歴史を顧みるまでもないことであろう。
　さらに、一言付言するとすれば、元々の消
費者教育とは学習指導要領などで、全国一律
の内容で等しく知識水準の均等化を図るもの、
であったのかもしれないが、これとて、「教育
=勉強」という図式が半ば固定観念として形
成されているのではないかとさえ思われる。
大切なことは、消費者の消費行動があって初
めて企業活動が成り立ちうるのである、とい
う点ではないだろうか。後述するオリンパス
事件のように、企業倫理・あるいは企業人の
倫理観というものは、利益の追求にとどまる
のではなく、いわゆる・リピーターとしてそ
の企業の製品の継続的な購入者を確保して初
めてその企業の継続的な発展も望みうるので
はないかと考えられる。これとて、場合によっ
てはクレーム・失敗から学ぶ企業経営と、一
時期もてはやされた分野でもある。本来的な
意味での消費者教育とは、まさに、立場を超
えた融合型の教育システムの構築から始めな
ければならない分野であるのかもしれない。
四　国民生活センターの将来像７）について
　長年にわたって、消費者の権利実現や消費
者教育、果ては製品の実験などまでも担当し、
まさに、国民の・消費者の側に立つ防波堤と
しての役割を果たしてきた国民生活センター
ではあるが、現下の民主党政権は、成果主義・
手柄が殊更欲しいのか、統合、廃止も含めて
ここ数年検討を重ねてきたようである。ここ
でも、素人集団の政権の危うさ、脆さが浮き
彫りにならなければいいが、と思われてなら
ない。
　平成24年８月20日に取りまとめられた報告
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して公正な機関の存続や形成が望まれるのは
言うまでもないことではあるが。それはつま
り、企業側にとっても、いきなり切り込んで
こられる監督官庁よりも、交渉や相談、果て
は消費者教育の章で指摘しておいたように、
企業すら、その教育に携わる者としての役割
が期待されてもいいのではないかと思われる
からである。「北風と太陽」の話は、ここで
も生きてくるのではなかろうか。
五　今後の展望　～消費者と消費者法の
将来像８）を踏まえて～
　次章において、補論としてのオリンパス事
件判決への考察を控えて、ここでは、いった
ん消費者と消費者法の将来像についての考察
を進めたいと思う。
　消費者については、自立すべきかどうか、
保護の対象として考えるべきかどうか、とい
うことも重要な論点となりうるのではないだ
ろうか。すなわち「人＝消費者」かという議
論もここにある。一方で、「企業＝人の集団」
であることは疑う余地のないことであり、人
間がいずれかの集団に属している限りこのよ
うな可能性は誰にでも起こりうることは自明
のことである。
　では、消費者法はどうか。端的に言えば、
なぜ、民法ではいけなかったのか、また、判
例法ではいけなかったのか、という議論にも
行きつく可能性は否定できない。これまでに
も、別稿でも、個別の特別法をさながら対症
療法的にパッチワークのように作り続けると、
その相互の関連性や協力関係の有無など複雑
化しすぎた場合のデメリットも指摘してきた
が、民法本体の改正作業の中にもすべての案
件が取り入れられないことは、物理的にもそ
の可能性が低いものとして考えざるを得ない
発施設の建設を認めてきたかつての経産省・
原子力安全保安院の手法に類似しているので
はないかとの疑念を禁じ得ない。
　なぜなら、第三者機関としての様相を呈し
ている組織が国から独立していることの意義
を再考すべきであろうと思われるからである。
国民すべてが消費者となり、被害者となる可
能性を有することは、だれの目にも明らかな
ことであろうから。少しでも隠蔽体質のあり
そうなところには、重要な情報が集まりきれ
るのかが疑わしいし、集まった情報を小出し
にしたり、改竄したりするケースでは、それ
をチェックすることの出来る第三者機関のよ
うなものの存在が重要であるはずだからであ
る。報告書の内容を個別に検討しながら可能
な限り具体的な検証作業の必要性を感じるも
のではある。
　その際に、報告書の検討を通じて垣間見え
たこととして、国民生活センターの職員をい
かに効率的に使いこなすか、という消費者庁
側の思惑を、効率化、専門性（知識）の活用
などという人当たりのいいニュアンスの言葉
でお茶を濁している可能性も否定できないの
ではなかろうか。当然のことながら、国民生
活センターは、いわゆる、監督官庁としての
強制権などに類するものは持ち合わせてはい
ないかもしれないが、だからこそできること
もまた多いのではあるまいか。監督官庁の失
態を国民が被ったという事例は年金関連だけ
ではないように思われるのだが。いずれにせ
よ、タイムテーブルに乗ってしまったもので
あったとしても、来るべき総選挙など、混迷
を極める我が国の政治状況下では、あきらめ
ない者がいずれは勝利者となる、ということ
も先が見えないだけに可能性を完全に否定は
できないのではなかろうか。中立・公平・そ
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のであろうが、だとすれば、旗振り役の消費
者庁と、それを補佐し、データ等を提供しつ
つ、相互にチェックし合えるような国民生活
センターの特に研究部門の存在価値は重要な
ものではなかったのかといささか残念な思い
がある。
　やはり、どこまで行っても、法律に生命は
無く、人工の産物である以上それを活用する
ための草の根の組織のようなものはこれから
も必要なのではなかろうか。
　例えば、トラブルの発生から、問題の解決
までのプロセスの中、法律の果たす役割とい
うのはどれくらいのウエイトを占めるものな
のであろうか。こんにゃくゼリーの事件では、
製造物責任法をもってしても、亡くなられた
男児は戻っては来ず、また裁判所の判断が、
被害者のご家族にとっては却って残念なこと
になってしまったようである。製品は改良さ
れ、注意書きも増えたのだろうが、社会全体
としての危険性は減っても、本来的な被害者
である当事者は救われない、という事態に対
して、我々はどのように向き合えばいいので
あろうか。
　法律が、事後的救済手段であることは、そ
の性質上からも否定はできないが、事前に、
特にメーカー内部の人間から、危険情報を含
む、何らかのメッセージを有効的に蓄積させ、
それをもって、事故発生を未然に防ぐような
ルートの構築も、社会が成熟化し、突然変異
的な発展が望めなくなった今、そしてこれか
らの社会では、希望的観測をもって取り組む
べき課題ではないのかとも思われる。その一
つの具体例・具体策が、公益通報者保護法で
あり、その有効活用にあると筆者はかねてか
ら考えている。次章では、補論という形では
あるが、最近の同法関連事例としてのオリン
パス事件判決について考察する。本稿タイト
ルにある・秘められた使命とは何かを考える
ための一助ともなれば幸いである。
～補論　オリンパス事件上告審判決９）（上
告棄却）について～
　新聞報道によれば、平成24年６月28日、最
高裁第一小法廷において、2007年に発生した
社内におけるコンプライアンス窓口への通報
への報復人事に関する訴訟で、会社側の上告
を棄却する決定が下された。１審判決は、原
告側の主張を退けたものの、控訴審たる２審
判決で逆転勝訴となり、被告会社側が上告し
ていたものである。
　なお、残念ながら、この上告審判決によっ
ても、社内での待遇に改善は見られなかった
ということから、現在２次訴訟が提起されて
いる、ということである。
　前稿において本件事例判決の１審について
の紹介はしてあるが、その後、比較的早いペー
スで控訴審、上告審と判断が分かれつつも、
訴訟としては進行していたことも注目に値す
る。
　本件事例では、元々が、他社の社員の引き
抜きをしようとする事実を社内のコンプライ
アンス窓口に通報したところ、逆に通報者本
人に対して意に染まぬ形での配置転換が命じ
られ、この点を争った１審では会社側の判断
が有効なものでる、と認定されはしたものの、
控訴審では、逆転勝訴となっていたものであ
る。このケースから、学ぶべきところ・活か
すべきところとしては、例えば、危険な製品
を市場に出さない方がいい、という、設計部
門、製造部門、あるいは販売・営業部門など、
社内・組織内のあらゆる部門の人員からの提
言が可とされる可能性が出てくるかどうか、
― 214 ―
????????????????????
　　　元々の事の起こりは平成19年６月に原
告が所属会社の事業活動に関し、他社社
員の引き抜きなどを画策している、とい
うことを所属会社のコンプライアンス窓
口に通報したことであった。これには、
倫理観・倫理規範だけではなく、不正競
争防止法違反の可能性も検討されていた
ようである。但し、問題は、通報のわず
か２か月後には通報者に対して配置転換
を命ずる配転命令が半ば公然たる報復措
置の様に行われていたことにある。その
後、一審では原告側の訴えは認められな
かったものの、平成23年８月31日の東京
高裁判決では、配転無効のいわゆる逆転
判決が下されるに至り、会社側の更なる
上級審（最高裁）への訴えに対しては、
平成24年６月28日に最高裁判所が会社側
の上告を棄却し、原告側の勝訴が確定す
ることとなった、という流れである。
　　　その後、判決が確定したにもかかわら
ず、最高裁の決定の翌月には、会社側は、
子会社への転籍案を提示するに至り、本
人が不同意であることで、その後、会社
からの提案はなされなかった。このため、
同年９月３日に東京地裁に対し、第２次
提訴という形で、職場環境の改善が見ら
れないことに対する損害賠償請求事件と
して新たな裁判が開始されるに至ったの
である。
　　　このほか、注目すべきは、一種異例と
も取れることではあるが、最高裁の決定
が出される前である平成24年１月27日に
は、東京弁護士会会長名で、被告会社に
対して「人権侵害救済申立事件について
（警告）」という文書まで登場することと
なる。民間企業の一社員に対してここま
という極めて消費者法的なエリアに応用可能
な問題を含んでいることが見て取れるのであ
る。いわゆる・企業の社会的責任の中には、
雇用の創出・提供のほかにも、健全な職場環
境の維持・整備というものも含まれるはずで
あろうし、それがひいては社会への貢献とい
う形で企業自身の評価を高める可能性すらあ
ると思われるのである。かつてのコスト至上
主義から、環境問題への取り組みのアピール
へと舵を切った企業はグローバル・スタン
ダードの旗印のもと、まさに世界規模で活躍
できるようになっている点にも、注目すべき
ではなかろうか。
　とかく本法は、主に労働法の分野でのみ注
目されがちであるが、単に訴訟に勝った、負
けた、だけでは、この法律の本来的な役割が
十分に果たされているとは言い難いのではな
いかと思われる。それは、公益通報者保護法
には、消費者法の分野においても十分に活躍
の可能性があると思われるからである。
　法律の適用云々には、当然のことながら個
別事例にのみ適用されるべき事情があること
は疑いの余地もないことではあるが、その・
個別の問題解決の結果、更に可能性が拡がる
こともあり得ることにもっと注目すべきでは
ないのだろうか。通報による不利益取扱の禁
止や、解雇の無効は、別の局面への可能性を
もたらすものと考えられる。それで、社会全
体の利益になるような事態になれば、訴訟を
遂行された当事者の方も、有意義な面持ちと
なるであろう。
　以下、本稿執筆の時点までに、筆者が入手
しえた資料を基にこの事例についての概要の
解説を加え、もって、補論という設定を敢え
て選んだことに対する回答としたい。
①　本件事例の事実関係について
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オンライン・データベースの類ばかりではなく、
特に判決文などにおいて、原告ご本人のブログ等
も参照させていただきました。記して謝意に代え
させていただきます。すでに新聞報道等されてお
りますが、原告の方は、いまだに満足な対応を会
社側からされておらず、このため、いわゆる２次
訴訟に踏み切られたようです。我が国の企業風土
にどのようなインパクトを与えることができうる
のか、これからも、注目していきたいと思います。
５）この事件については、広くマスコミ報道などに
よっても取り上げられることが多く、今回考察対
象として取り上げた大阪高裁判決についても読売
新聞平成24年５月26日朝刊等各紙で取り上げらえ
ていた。
６）本稿では、このテーマに関する最近の研究とし
て、山田博文　他「日本の消費者教育の歴史と課
題」群馬大学教育学部紀要　人文・社会科学編　
第61巻　65頁　2012年を参考にさせていただいた。
また、このほかの代表的な研究についても、比較
対照の形もとりつつ参照した。
７）本稿で取り上げた報告書については、平成24年
８月20日の各紙電子版にて報じられた。毎日新聞　
18時26分配信など。なお、報告書等については
http://www.anzen.go.jp/kentou/index.html に て 入
手可能である。
８）本稿の体裁として製造物責任法の適用など、ま
さに消費者法分野の事例たるこんにゃくゼリー事
件を中心に据え、一般論としてこれまでの論稿で
消費者法分野への積極的な活用の道を模索してき
た公益通報者保護法関連については、補論とし、
合わせて考察対象とする形をとった。あえて言う
までもないことではあるが、ことさら重要度に差
はないものと考える。
９）この事件についても、こんにゃくゼリー事件同
様、広くマスコミ報道などによっても取り上げら
れることが多く、今回考察対象として取り上げた
最高裁判決についても読売新聞平成24年６月30日
朝刊等で各紙で取り上げられていた。
でやるのか、という思いが素直な感想と
して実感される方も多いことだろうとは
思うが、逆に、これを乗り越えなければ
コンプライアンス、公益通報、公益通報
者保護法という・これまでの企業風土に
風穴を開けるような画期的な制度・法律
が絵に描いた餅に終わってしまう恐れが
あったればこそかもしれないのである。
②　最高裁の判断について
　　　今回の最高裁判所の決定では、その主
文の中で、『本件上告を棄却する。』『本件
を上告審として受理しない。』『上告費用
及び申立費用は上告人兼申立人らの負担
とする。』とまさに完勝のような決定で
あった。これを、最高裁第一小法廷の５
名の裁判官の全員一致の意見として決定
がなされたようである。おそらく、この
決定の重みというものは計り知れないも
のがあったと思われる。しかし、我が国
の企業風土には裁判は馴染まないのか、
前述のように、２次訴訟が提起されるこ
ととなったのである。なお、最高裁の決
定の根拠としては、民訴法312条と同318
条が示されている。
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